




















































本再興戦略」（2013 年）は，「女性の力を最大限活かす」として，Ｍ字カーブ解消のため 25 ～ 44








倍総理「成長戦略スピーチ」2013 年 4 月 19 日；「日本再興戦略」4 ～ 5 ページ；安倍 2014：104；
幸田・安倍 2014：63）。安倍の経済ブレーンである本田悦郎が述べるように（『日本経済新聞』




も，成長につながるとされる（「日本再興戦略」5 ページ；安倍 2014：104；「日本再興戦略 2016」
25 ページ；「ニッポン一億総活躍プラン」4 ～ 5 ページ）。「なぜ女性の活躍が重要か？」に対する
内閣府男女共同参画局の答えは，「労働力人口の増加」「優秀な人材の確保」「新たな財・サービス
の創造」である（「成長戦略としての女性の活躍促進」2014 年）。





進により，労働者数は 2020 年度に約 117 万人，2025 年度には約 204 万人増え，そうした労働者の
増加により，賃金総額は 2020 年度に約 3.3 兆円，2025 年度に約 5.8 兆円増加すると試算される（同
5 ページ）。









～ 9 ページ）。2014 年衆院選の自民党公約は，「民間の雇用仲介サービスを最大限に活用して雇用
の創出と拡大を図るため，有料職業紹介事業等の規制改革」を掲げた。「保育園落ちた，日本死ね」



















































































革が欠かせない」（『日本経済新聞』2016 年 7 月 16 日付）という認識があるから，働き方改革は成
長戦略として打ち出されているのである。
　政府は 2007 年に，「ワーク・ライフ・バランス憲章」と「行動指針」を策定したが，後者は時短




や効率性のための WLB という発想をもっている（日本経済団体連合会 2013：46；2014：33-34）。
「全国的なワーク・ライフ・バランス運動の展開」が成長戦略に含まれているように（「日本再興戦
略 2016」200 ～ 201 ページ），日本の WLB 論には，成長言説と特徴づけられる面がある（Seeleib-
安倍政権の女性政策（堀江孝司）
43





















　女性就業者が 80 万人増えたこと（2014 年衆院選の自民党公約）や，2015 年採用の国家公務員で










倍政権下での女性雇用増は，非正規中心で進んできた。政権発足当初の 2013 年 1 月から 2016 年 9
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